
持続可能な財政運営の推進

 我が国の景気は、基調としては持ち直しており、令和４年度予算における都税収入は約5.6
兆円と、過去最大であった令和元年度決算の水準近くまで回復する見込みです。

 一方で将来を見据えると、風水害・震災対策など都市インフラの強靭化に係る経費として今
後10年で少なくとも約２兆円が見込まれることに加え、老朽化が進む社会資本ストックの維
持・更新、社会保障関係経費の増加など、避けることのできない財政需要が存在しています。

 こうした中、都政に課された使命を確実に果たし、次なるステージへと力強く歩みを進める
ため、中長期を見据えた財政運営の下、大胆かつスピーディーに施策をバージョンアップし
ていくことが必要です。

 令和４年度予算では、こうした課題認識の下、危機管理体制の強化や世界をリードする東京
へ進化させる「サステナブル・リカバリー」の実現など積極的な施策展開を図り、一般会計
の歳出総額は過去最大となりました。

 同時に、将来の財政需要を見据え、健全な財政基盤の堅持に向けた取組も行いました。具体
的には、成果指標を設定し、事業ユニット単位で評価する政策評価と、一つひとつの事業を
評価する事業評価を一体的に実施することで、施策の新陳代謝を一層強化しました。

 また、基金については、積極的に活用しつつも一定程度の残高を確保し、都債については、
発行額を抑制することで、将来に向けた財政対応力を培いました。

財政対応力に磨きをかけ、積極的な施策展開によって希望ある未来を切り拓いていく

令和４年度予算編成における財政運営の考え方

施策の新陳代謝

 政策評価と事業評価の
一体的な実施

 ９事業ユニット（97事
業）の政策評価

 財源確保額は昨年度と同
水準（1,117億円）

 生み出した財源等で、新
規事業を構築（568件）

 ３シティ基金の取崩し

 残高は一定程度確保

 ＥＳＧ債の発行

 都債の発行抑制

基金の積極的な活用 都債の戦略的な活用

取崩額
5,270億円

基金残高
１兆 697億円

（財政再建後の平成19年度
とほぼ同水準）

 積極的な施策展開を支える持続可能な財政運営の推進

発行額
1,000億円程度
（昨年度と同水準）

発行額
2,946億円

（前年度当初予算比（前年度当初予算比50%減）
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政
策
評
価

事業ユニットの設定

成果指標の設定・分析

外部有識者の意見

成果を踏まえ施策全体を評価

 限られた財源の中で都政の諸課題に的確に対応していくため、都は予算編成の一環として、
目標の達成度や外部有識者の意見を踏まえ、新たな事業の構築など施策全体の方向性を評価
する「政策評価」と、一つひとつの事業を検証し効率性・実効性を向上させる「事業評価」
を、令和４年度予算編成から一体的に実施するなど、施策の新陳代謝を促進しています。

 政策評価では、局横断的な取組を含む９事業ユニットを指定した上で、より成果重視の視点
から目標に対する各事業の効果や今後注力すべき新たな課題などを分析・評価し、施策単位
での見直しを行うことにより、効果的な事業の構築につなげました。

 事業評価では、ＤＸによる業務効率化やＱＯＳの向上の視点も踏まえ、終期が到来する事業
の事後検証を徹底することなどにより、1,368件の評価結果を公表するとともに、1,116件
の見直し・再構築を行いました。こうした取組を通じて、1,117億円の財源確保、568件の
新規事業の構築へとつなげました。

政策評価・事業評価の取組

政策評価と事業評価の一体的な実施

事業評価の評価結果の公表
■ 公表件数の状況 ■
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＊ 総事業数 ： 約 5,500事業

■ 財源確保額の状況■

0
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（件）

（年度）

（億円）

（年度）

1,117

総事業数 約 5,500事業

元

1,110

890

1,086

1,208
1,266

1,360

1,115

884
837

676
574

1,116 

1,368

325

536

1,030

900
870

720

300

目 標

Ａ事業 Ｂ事業 Ｃ事業

施策全体の方向性を評価

成 果
指 標

事
業
評
価

コスト分析の徹底

有効性等の吟味

専門的視点からのチェック

全体の方向性を踏まえ
一つひとつの事業を検証

新規
事業

個別事業の評価

＊ 個別事業の集まり＝事業ユニット

元
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政策評価 政策評価の と事業ユニット一

じ施策目標の 成を目指した、 数の事業
から構成 れる 事業ユニット を設定

政策評価 事業ユニットの

各分 の有識者から意見を 取
新規事業の構築なども含め、事業ユニット

の 性を評価

政策評価 事業ユニット全体の評価

目標に対する 事業の効果や効 性・
効性など、一つ とつの事業を評価

事業評価 方向性を踏まえた個別事業の評価

事業ユニット 事業数 な成果指標

ス の 進 17 事業 の る都 （18 上）のス 施
2020年度 31.9 2030年度 50 を目指す

Ｃ の 進 14 事業 件数
2019年 305件 2024年 330件 を目指す

の ・ な 課後
の の確保 事業 ク 数

2020年度 3,262 期に を目指す

を した の
進 11 事業 業での 度（ に 上）

2021年度 51.5% 2024年度 100 を目指す

き 施策 事業 の き の 総数 に める
2018年度 2.35 2025年度 2.31 を目指す

・ の
に た取組 事業

通 から 到 までの
2020年 10.5分 2030年 （2019年 8.7分）

を目指す

の に た取
組 18 事業 ス 数

2020年度 21か 2030年度 150か を目指す

で する ス
トの 成 事業

Tokyo Contemporary Art Award 者の 外
への 数（ ）
2020年度 件 2030年度 12件 を目指す

の 進 事業 都 の 対 の 中
2020年度 44 2040年代 100 を目指す

事業ユニット 97 事業

■ 事業ユニット一

■ 政策評価の の

施 上を目指した17事業
実施率 50

ス が しい も
できることが …など

新規事業
の構築

事業ユニット
の

外部有識者
の意見

全体の評価
の に え、

な る
り

にス を
しむ 点から…

事業の
見 し・

の
点から…
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事業評価 評価 の一 と公表件数の状況

部 … ： ス局 部、 ：総 局総 部 課、
事：総 局 事部、 ：財 局 部、財 ：財 局財 部、 保：財 局 築保 部

評 価 の 部 公表件数

事後検証による
評価 事業局 864

事業 施に う成果や 算 の検証を徹底し、
性や有 性の か、 行 や 来への などにも
分に 意した上で、今後の対応を評価

的 評価 事業局 451
各局の 意 を促すという 点から、 的・定
的な について、各局の の で 的・ 的
な検証に く評価を 施

評価
事業局 17

ス の ・ を し
た新たな事業 に たり、 対効果を めるとと
もに、 効性確保の視点も含め、有効性・ 性・コ
ストなどを検証

政策 への
評価

事業局 9 政策 への を通じて 施する事業について、
性や有 性、 が 施する 性などを検証

行 の見直し
を う事業評価

事業局
事 1 効 的・効果的な事業 行を る 点から、 行

を含めた事業の 施 などを検証

数年度 約の
を る事業

評価
事業局 15

単年度 約の か、 行 や 期 約によ
る 数年度 約の も含めた、 な 約 を分
析・検証

ス・
ス（ 的指標）
による評価

事業局

財
保

11
施設の ・ や重 の 、 ・ 事業
の 施等に たり、 や 的指標などの

ス・ ス（ 的指標）により事業の 性
等を検証

1,368

 評価 の一 と公表件数の は のと りです。 的な評価の事 については、
政策評価・事業評価の取組（P129 ）で しています。

政策評価・事業評価の公表 件については、財 局 政策評価・事業評価見える を く い。
https://www.zaimu.metro.tokyo.lg.jp/zaisei/dashboard.html
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令和３年度最終補正予算における基金の積立

• 令和３年度最終補正予算では、条例の規定により、税収増の一定額である1,944億円について、財
政調整基金への義務積立を行います。これにより、財政調整基金の令和３年度末残高見込額は、
3,521億円となります。

令和４年度当初予算における基金の活用

• 令和４年度当初予算では、社会資本等整備基金を2,807億円、防災街づくり基金を1,014億円など、
合計で5,604億円を取り崩して活用します。

• 財政調整基金については、令和４年度当初予算で404億円の義務積立を行い、４年度末残高見込額
は3,927億円となります。

• 令和４年度末時点において、３つのシティ実現に向けた基金と財政調整基金等の残高見込みは、
１兆697億円となり、財政再建後の平成19年度とほぼ同水準です。このように、持続可能な財政
運営の観点から、一定の残高を確保しています。

 基金の残高推移（普通会計ベース）

 都は、これまで着実な基金の積立を行ってきており、新型コロナウイルス感染症対策におい
ても、基金を活⽤することで、累次にわたる補正予算の編成に迅速かつ的確な対応が可能と
なりました。

 令和４年度予算では、防災まちづくり、社会資本等の整備、福祉先進都市の実現などに向け、
３つのシティ実現に向けた基金5,270億円を取り崩して積極的に活用し、４年度末における
基金残高は、１兆697億円となる見込みです。

 希望ある未来を切り拓くための施策を積極的に推進するため、将来の財政需要の動向などを
しっかりと見極めながら、引き続き、中長期的な視点に立ち、戦略的な基金の活用を図って
いきます。

基金の活用

＊ 令和２年度までは決算額、３年度以降は年度末残高見込額です。
＊ 過去の基金残高についても、平成29年度からの新たな基金の体系に基づいて分類しています。

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3 4

３シティ基金に類する基金
その他基金（国の交付金等）
財政調整基金

9,822億円

（年度）

2,136億円

（兆円） 2兆7,556億円

１兆697億円1兆3,674億円

0

1兆3,496億円
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2 2,417億円 1 5,505億円 793億円 5,604億円 1 697億円
一 2 2,092億円 1 5,217億円 793億円 5,568億円 1 445億円

325億円 287億円 35億円 252億円

の により た

分

令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 ４ 年 度
年 度

（ 算 ）

年 度

（ 終 後 ） （ ）

取
（ ）

年 度

（ ）

2,602億円 2,491億円 1,097億円 1,395億円

くり 2,304億円 2,304億円 1,014億円 1,290億円

進 297億円 187億円 83億円 104億円

ト 6,719億円 6,324億円 162億円 3,193億円 3,294億円

等 4,865億円 4,894億円 118億円 2,807億円 2,206億円

21億円 16億円 5億円 10億円

もてなし・ 29億円 15億円 15億円

新 設等 760億円 802億円 43億円 12億円 834億円

ス ト 進 448億円 218億円 218億円

れる 300億円 278億円 34億円 244億円

ッ 進 295億円 103億円 103億円

2,132億円 1,479億円 916億円 564億円

に しく な くり 143億円 112億円 71億円 40億円

進都 1,947億円 1,350億円 827億円 523億円

者ス 42億円 17億円 17億円

ッ
・ ッ 4,290億円 374億円 64億円 311億円

4,281億円 374億円 64億円 311億円

う ック 分 336億円 25億円 25億円

う ック 都 分 336億円 25億円 25億円

う 新 コ 対策 分 559億円 4億円 4億円

う 新 コ 対策 都 分 400億円 5億円 5億円

都 の スト
（ ） 9億円

5,742億円 669億円 162億円 5,270億円 5,563億円

つの 実 に向 た

＊ は を含まないため、令和４年度の年度 は、 年度 と４年度 ・取 の と一 しま 。

財政

度に る の ・取 状況

財政 5,327億円 3,521億円 404億円 3,927億円

の 1,348億円 1,314億円 227億円 344億円 1,207億円

29

歳
入
歳
出

主
要
な
施
策

最
終
補
正

付
属
資
料

計

数

表

政
策
評
価

事
業
評
価

予
算
の
ポ
イ
ン
ト

財
政
運
営



0

2

4

6

8

10

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
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＊ 令和 年度までは 算 、 年度は 終 後予算 、４年度は 予算 です。 （年度）

（億円）

を 的に

1 585億円
7 6,384億円

4 9,744億円

円を える

（ 円）

額

の

3.8
8.4

34.3

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3 47 8

額と の

（ ）
度の

（年度）

方財政

元

元

＊ 成 年度、11年度 15年度の都の数 は、 後です。
＊ 令和４年度の 財政 の数 は、 令和４年度 財政対策の によります。

4,712億円
ッ

2,946億円

 都は 成12年度 、財政再 の取組を通じ、都 行の に めるとともに、 の後も、
都 の に応じた都 の 行 を行うなど、 な財政 に めてきました。

 令和４年度予算では、 を し、都 の 行 を することで、都 は 度
に 2,930億円 の2,946億円となりました。一 で、 Ｓ につ 、

度と の1,000億円 度を し、 Ｓ の なる と のＳＤ
実 を後 しします。

 新 コ ス 対策としても都 を 的に した結果、令和 年度 点の
都 は に じたものの、 年度 終 予算 ４年度 予算に いて 行 を

することにより、４年度 に る する見 です。

 令和４年度に る 度 3.8 と、 年度に べて4.1 ト して り、
34.3 や 方 8.4 と 、 を しています。

億円

2,946億円2,946億円
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Ｓ ・ の

• 都では、環 施策の 力な 進や、環 施策に対する 業・都 の ッ
意識の 等を目的として、 成29年度から の に て、「

」を 行しています。

• また、令和 年度からは、 ス ・ を進めていく中、 的に が
な都 や事業者を えるため、 として めて「 」

の 行を めました。

• これら都による や を目的とした Ｓ の は、
ニ の まりを 、新規 も含めて な業 の が するなど、 くの

を ています。

• 令和４年度は、都 の 行総 を する中に いても、 Ｓ については、 度
と の1,000億円 度を し、 の なる 性 に していきます。

年 度 行
行 応 行

成29年度 100億円 4.1 100億円 200億円

成30年度 100億円 4.3 100億円 200億円

令和元年度 100億円 6.9 100億円 200億円

令和 年度 200億円 8.0 100億円 300億円

令和 年度 300億円 8.9 100億円 400億円

令和 年度 600億円 度 11.4 600億円 度

・ の

＊ （300億円）の結果で り、 を に予定。

Ｓ の な 事業 度

や の
都有施設への再

の 設 の
（ ク等）の

など

の 進
の

の
の
公 施設 など

＊ 新たに 対 として する事業

（＊）
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■ 方 の「 」による 額

方 の見 しにつ

 財政 度に いては、 成20年度 来の に たる 課 の見直し
（い る ）により、 の が進められてきました。

 一 の による令和４年度の は、 に がなか た と
して、 1,387億円とな て り、この が都財政へ す は なく りま 。

 都は、 が果たすべき と 限に見 た財源を一 として確保できるよう、 財
政 度の 来 るべき を目指し、今後とも、 に く きか ていきます。

度

5,677 億円

6,056 億円

457 億円

1,275 億円

112 億円

1,387 億円

事業 の
一部

・ 事業 （ ・ ）の一部を 事業 として し、
として都 に 分

・ の に対して、 75 を から する 限 り
令和元年度 で 設 ＊都は の

令和元年度までは、 事業 （ ・ ）の一部を
として 定的に し、 として都 に 分

成20年度 で 設、 成28年度 で

の
・ の一部を し、 として に 分

成26年度 で 設、 成28年度 で
＊都は の

事業 ・ 事業 の一定 を、都 の に 分
成28年度 で 設

■ 方 の「 」の

事 業

事 業

事 業
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の財政

の 化に る 事業

トッ の ・ 新

保

• 都は、都 の や ストックの ・ 新、 保 の とい
た ることのできない財政 を えて り、 を見 えた財政 が です。

に 化・ 化する
や による や、いつ こ

ても かしくない の
えを 化するため、 施 の新

や 化等を 進する が りま
す。

10 で
なくとも 2 円

都が保有する施設は、 度 成 期
と 成一 に れたものが く、

に 化が進 でいます。 性
と 性を確保するため、 的な
・ 新を進めていく が ります。

＊令和 年度は ストックの 新に る 算 で り、 は公 などを に、 ストックの
う 年数30年 上の について、 対策を行 て 新するなどの 定をした の 算

30 で
3 円

＊令和 年度の 保 に する 算 を として、 と の事業を する か、新規事業の構築や 事業の
などを し、 価上 を じるなどして都 の 保 に る を した 算

0

10,000

20,000

2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 32
(年度)

対 年度
年 300億円の スで

1

的な ・ が到
来する中、 の に た取組
など 分 や 者分 とい
た 保 ますます
する見通しです。

( 円) 30 で
14 円

0

2,000

4,000

6,000

2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 32
(年度)

(億円)

年 1,100億円

策 R4 13 … 1.3 円
中 や 保 施設 、

の 、 対策 など

＊都の各 を に した 算

策 R4 13 … 0.7 円
の 進、 の など
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